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「利潤率の傾向的低下の法則」と恐慌について
高　　滋 雨
　1）　　「利潤率の傾向的低下の法則」（以下，単に「法則」とする）とは，資
本制生産における生産力上昇の別の表現である。それは，個別的総資本におい
て特別剰余価値の追及を目的として行なわれた生産力の上昇を社会的結果にお
いて考察したものであり，産業循環の周期を越える一定の期間についての社会
的な生産力の上昇を一般的利潤率として表現したものである。それ故，「法則」
の貫徹の過程とは，具体的には資本蓄積の運動が産業循環の形態において自
己を展開する過程を意味するのである。「法則」の貫徹の過程にお』いては，資
本蓄積の増大運動が停止と減退の運動に転化するという一点，それが資本制
生産の諸矛盾の集中的爆発であることにお・いて恐慌と呼ばれるのであるが，
そのような資本蓄積の運動における転換点が，従って，「恐慌の必然性」が必
然的に含まれることになるのである。しかし，それは，一般的利潤率の低下
によって恐慌が発生するということではない。「法則」の貫徹の過程において
は，生産力の上昇によって生じる一般的利潤率の低下と，資本蓄積の現実的
動態にお・いて必然的に惹起される市場利潤率の低下とは区別されねばならな
いのである。
　「法則」と恐慌の関係が問題にされる場合，『資本論』第3部第15章「法則
の内的諸矛盾の展開」が重要視されている。そのこと自体は，決して誤りでは
ないが，二様の利潤率の区別の下で，第13章と第15章との論理連関が改めて問わ
れねばならないのである。しかし，その場合，第13章と第15章とは理論的には如何
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なる関係にあるのかということが前もって明らかにされておかねばならないとい
えよう。結論的に言えば，第13章においては，資本蓄積の長期的過程における
ものとしての一般的利潤率の動態が問題にされているのであり，第15章では，
産業循環過程における市場利潤率の変動が問題とされているのである。とは
いえ，第15章において，「法則」が，一方では資本主義的生産の歴史的限界性
を示すものとして規定されながら，他方では周期的に発生してくる過剰生産
恐慌の基礎的契機としても規定されているのである。この資本蓄積の運動と
しては異質的なものが，「法則」の名のもとに包含せしめられていたところ
に，これまで「法則」と恐慌について若干の混乱を生じさせてきた原因があ
るのである。
　第15章における利潤率の動態規定に関わる二面性は，1850年代後半から60
年代にかけてのマルクスの「恐慌と革命」の経済学と60年代後半において展
開される産業循環論的視角とが同時的に問題にされたことによるものである。
50年代のマルクスにおいては，恐慌が必然的に革命をもたらし，資本主義の
崩壊へと直結するものとして理解されていたのであるが，そのことが第15章
では，資本主義的生産の歴史的限界性を示すものとしての「法則」が同時に
革命の契機たる恐慌の基礎的要因とされたのである。マルクスの経済学研究
の進展過程からすれば，その両者は一応区別された上で，改めて両者の関連
を問うという形で議論は構成されねばならないのである。第15章を如何に評
価するかということは，夫々が如何なる経済学の体系をもち，どのような恐
慌の理論を準備するかということと密接に関わっているのである。
　ところで，社会的総資本における生産力の上昇は，社会的総資本の意志に
おいて直接的に行われるのではない。産業循環の恐慌期から不況過程にかけ
て，資本としての自立的存在を維持するために集中的に行われる個別的諸資
本の新鋭の機械設備の導入を基礎として，それが社会的に支配的な生産力水
準として確定されることを通して，社会全体としての生産力上昇が達成され
ることになるのである。恐慌を劃期として従来の生産力水準の機械設備が強
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制的に廃棄され，新たな生産力水準のものが社会的に，従って，生産力体系
として確定されることになるのである。好況過程においては，そのようにし
て確定された新たな生産方法が量的に拡大していくことになるのである。一
般的利潤率の低下を引き起こす生産力の上昇とはそのような過程を通して確
立される社会総体としての生産力のことである。社会的総資本における生産
力の上昇とは当然にも資本蓄積の長期的過程における概念である。それ故，
「法則」が恐慌と関係があるのは，「法則」そのものが直接的に恐慌を引き出
すということにおいてではなく，恐慌によってこの社会的な生産力上昇が惹
起されるという媒介においてである。両者は，直接的に関係があるわけでは
ないのである。
　II）　我が国では，「法則」と「恐慌の必然性」を直結して理解する所説が
多い。その原因として，一つには，『資本論』を「資本一般」の体系として規
定するために第15章における二面性をいわば「資本一般」の展開に必要な限
りのものとして理解されるためであるが，もう一つには，恐慌論研究者に大
きな影響を与えているのがヒルファーディングの恐慌論であるということで
ある。ヒルファーディングは，「法則」と恐慌の関連について，次のように指
摘している。
　「さて，我々は資本の有機的構成が変化することを知っている。技術的諸
原因から，不変資本は可変資本よりも急速に増える。又固定資本部分は流動
資本部分よりも急速に増える。だが，可変資本部分の相対的減少は利潤率の
低下をもたらす。恐慌は販路の欠乏を意味する。販路の欠乏は資本の新投下
の停止を前提する。これは又利潤率の低下を前提する。この利潤率の低下は
資本の有機的構成の変化によって引き起こされるが，この変化はこの資本の
新投下の際起こったのだ。恐慌とは利潤率の低下の始まるその瞬間を意味す
るにすぎない」（〔14〕385一一6ページ）。
　まず，可変資本の相対的減少が直ちに利潤率低下に帰結するとされている
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ことが問題であるが，それを別とすれば，資本の有機的構成の高度化によ
って（一般的）利潤率が低下し，その（一般的）利潤率の低下によって，資
本の新投下，蓄積が停止するために「販売の欠乏」が生じ，そのこと自体が
恐慌であるとされているのである。しかし，この場合恐慌とは，「販路の欠乏」
そのものではなく，それによって生産財の過剰が生じることである。又，そ
こでは，資本の新投下がある時期に集中的に行なわれるならば，その結果と
してそれに引続いて恐慌が必然的に，機械的に発生するものとされているの
である。いずれにしろ，ここでは，一般的利潤率の低下によって恐慌が始ま
るとされていることが問題であるといえよう。
　ところで，ヒルファーディングは，新投資の大きさを決定するものは，「費
用価格と市場価格との比率，言い換えれば利潤の高さ」であり，資本家が「資
本をどの生産部門に投じるかは，この高さに掛かっている」としているので
ある。ここで指摘されている利潤率とは，市場利潤率である。それ故，そこ
では，市場利潤率の動態において恐慌の始まる過程が解明されねばならなか
ったのである。ヒルファーディングの恐慌論においては，一般的利潤率と市
場利潤率とが区別されないで議論されていることが問題を混乱させることに
なっているのである。
　ヒルファーディングは，資本の有機的構成の高度化を伴なう資本蓄積その
ものが資本蓄積を停止させるために恐慌が発生するとしているのであるが，
この点を詳細に見てみよう。繁栄期に資本の新投資が盛んに行われるが，そ
れは，「最新の技術状態」に照応して行われるのであり，資本の有機的構成の
高度化を結果することになる。この場合，可変資本の相対的減少に加えて，
固定資本の割合が大きくなるために，資本の回転期間が長くなり，これらの
諸要因によって，利潤率が低下することになるのである。かくて，ヒルファ
ーディングは，「恐慌は，いま述べた利潤率低下の傾向が，需要増加のもたら
した価格及び利潤の上昇傾向に打ち勝つ瞬間に始まる」とするのである。資
本の有機的構成の高度化を伴なう資本蓄積のために，一般的利潤率は本来的
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には低下しているにもかかわらず，市場的諸要因によって市場利潤率が上昇
しているために，その一般的利潤率の低下は顕在化しないのであるが，経済
活動が停滞的になり，市場利潤率が低下するにつれて，一般的利潤率の低下
傾向が優勢になるために恐慌が必然になるということである。しかし，市場
利潤率の上昇によって一般的利潤率の低下が潜在的に進行するということは
無内容であるといえよう。「潜在的」とは結果としてのみ指摘されうることだ
からである。ここで，ヒルファーディングが産業循環の局面の問題として恐
慌を論じている限り，一般的利潤率の低下を特に問題にする「必然性」は全
く無いのである。ヒルファーディングが問題にしているのは，資本の有機的
構成の高度化の割合が高く，資本の回転期間の長くなることが，市場利潤率
を引き下げるということでしかないのである。しかし，個別資本によって行
われる資本構成の高度化は，費用価格を引き下げて市場利潤率を上昇させる
ものとして作用するのである。
　エルスナーは，ヒルファーディングの恐慌論を極めて高く評価し，それは
恐慌論を「新しい本質的な諸観点で豊かにした」のであり，その一つは，「利
潤率の傾向的低下の法則と恐慌との関係の玄関」であるとしたのである。エ
ルスナーは，次のように指摘したのである。
　「この法則の実現における一つの矛盾は次の点にある。即ち，利潤率低下
の基礎を成すものが資本の有機的構成の高度化であるということである。し
かし，改善された機械の充用の結果として，資本の有機的構成が現実に高ま
る産業上の好況時には，価格も高騰し，それと共に利潤も増大する。従って，
資本の有機的構成の高度化にもかかわらず，利潤率が低下する代りに，増大
する。停滞が現われるに至って，始めて，傾向的低下の法則は活動的となり，
自己を貫徹し始めるのである。この法則も又，資本主義的生産方法の他のあ
らゆる法則と同様に，暴力的にのみ，即ち，恐慌を媒介としてのみ，自己を
貫徹することが出来るのである」（〔13〕85ページ）。
　ここでは，好況時の新鋭の機械設備の導入は，利潤率を増大させるが，こ
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れに対して，不況時において「法則」が「活動的」となり，「自己」を貫徹
するとされているのである。それは，恐慌によって一般的利潤率が低下せし
められることをもって，「法則」の「貫徹」を言うということである。エルス
ナーにおいては，ヒルファーディングに存した一般的利潤率と市場利潤率の
混同が見られないのであるが，その代わりに，一般的利潤率そのものが循環
的に変動するものと傾向的に低下するものとして二様に規定されているので
ある。
　一般的利潤率の低下そのものは，恐慌を惹起するわけではない。社会的総
資本における生産力上昇は，恐慌を劃期として旧来の生産力体系が強制的に
破棄されることによって行われるのであるが，それは，一般的利潤率が低下
することによって恐慌が発生するということを意味しているわけではない。
逆に，恐慌によって，結果として社会総体としての生産力の上昇が達成され
ることによって，一般的利潤率の低下が惹起されるのである。例えば，メン
デリソンは，資本の有機的構成の高度化を伴なう新しい設備の始動は，高価
格と高利潤の時期に起こるのであり，一般的利潤率の低下傾向は，「恐慌とい
う方法によってのみ，市場の横溢，価格の下落，破産，等々を通してのみ，
実現されうる」（〔12〕121ページ）としている。一般的利潤率の低下が恐慌に
よって「実現」されるということは，社会的総資本が枠組としての生産力水
準の上昇を達成するのは，恐慌によってであるということである。恐慌を惹
起するのは市場利潤率の低下であり，恐慌において低下するのも市場利潤率
である。一般的利潤率の低下は，恐慌の発生については直接的関係にはない
のである。恐慌において費用価格の引き下げのために個別的諸資本によって
導入された「新しい設備」が，社会的性格をもつものとして規定され，社会
全体としての資本構成の高度化が達成されるという意味において，恐慌が一
般的利潤率の低下を「実現」することになるのである。
　一般的利潤率の低下が恐慌を惹起するものでないことは，その概念規定に
よるものである。一般的利潤率とは，感性的なものとして，現象的に確定さ
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れうるものとしてあるのではなく，理念的に表象されうるものであり，分析
によって析出されるものである。即ち，「一般的利潤率そのものは，ただ利
潤の最低限界として現われるだけで，現実の利潤率の経験的な，直接目に見
える姿としては現われない」（Kap．皿・402）という性格のものなのである。
それは，「直接に与えられた事実として現われるのではなく，研究によって始
めて確定されるべき，反対の方向への諸変動の均等化の最後の結果として現
われるJ（同前）ものである。ここで指摘されている「最後の結果」とは，社
会的総資本の一生命循環を示す産業循環の一周期の結果ということである。
一般的利潤率は，資本蓄積の周期的に変動する現実的な運動を総括的に考察
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）した時に，始めて与えられることになるということである。
　一般的利潤率は，産業循環の一周期というように「ただかなり長い期間に
変動するだけ」（Kap．皿・406）なのであるが，その点に関連して，マルク
スは，次のように指摘している。
　「夫々の生産部面の実際の利潤率には絶えず大きな変動が起きるにもかか
わらず，一般的利潤率の現実の変化は，異常な経済的事件によって引き起こ
されたものでない限り，非常に長い期間にわたる多くの振動の結果がずっと
後から現われたものであって，これらの振動が固定され，平均されて一般的
利潤率の変化になるまでには長い期間が掛かるのである」（Kap．皿・19！）。
　かくて，一般的利潤率の変動が意味していることは，産業循環の一周期に
お・いて，社会的総資本における生産過程の内部に生じた生産条件の変化とい
うことである。生産条件の変化は，絶えず生じているとしても，それが社会
総体としての生産条件の変化として規定されるためには恐慌という媒介が必
要なのであり，一定期間についての平均としてのみ確定することができるの
（1）　「法則」がすぐれてリカード批判の上に立ち，長期的観点よりなされたことを強調
　するものとして〔5〕，〔7〕がある。
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である。それ故，一般的利潤率の低下ということは，市場利潤率の変動とい
う感性的現象の背後に存する基本的事象を説明したものである。一般的利潤
率の低下が「法則」として規定されるのは，資本主義的形態における生産力
の発展の結果としてそれが必然的に惹起されるという意味にお』いてのことで
ある。その意味では，「生産力の発展に応じて必然的に作用する重力の法則で
ある」（〔5〕122ページ）ということもできるのである。そのような一般的利
潤率が産業循環の特定の局面において生起してくる恐慌と直接的関係を持ち
えないのは当然である。
　しかし，それは，一般的利潤率の低下，「法則」が恐慌と全く無関係であ
るということではない。一般的利潤率の低下を必然化せしめる機構，「法則」
の成立機構の解明に際しては恐慌は決定的な役割を果たすのである。「法則」
の成立が機構的に解明されることを通して始めて，「法則」の論定を言うこ
とができるものとすれば，恐慌の問題を抜きにしては，「法則」を語ることは
できないのである。
　皿）　一般的利潤率の低下は，一方では，長期的過程において看取される
ものであるとされながら，他方では，その低下の過程において「恐慌の必然
性」が論定されるとされたのは，富塚良三氏である。富塚氏の所説は，「法
則」と恐慌の関連を，無媒介的に設定しようとする：方向と，媒介項の設定に
おいて問題にしょうとする方向の二面性を含むものである。それは，『資本
論』において恐慌を一般的にのみ規定しようとする恐慌論と『資本論』の再
構成において，恐慌・産業循環の理論を構築しようとする方向という恐慌論
研究の二様の流れとも関連しているのである。富塚氏は，「利潤率の低落過
程」において，「恐慌の必然性」が「基礎的」に論定されるとされる。それ
は，「利潤率の低落過程」とは，「恐慌において『集合的』に『爆発』すべき
内的諸矛盾の激成過程」（〔1〕421ページ）であり，「生産の無制限的発展へ
の傾向」が「資本制的蓄積の生産の自己運動的＝加速度的な展開」において
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「突進」（〔1〕131ページ）してゆく過程であるものとして理解されることに
よるのである。かくて，富塚氏は，次のように結論されるのである。
　「新たな生産方法の導入と資本構成の高度化が集中的に行われる不況末期
から好況過程への転換期において，低落してゆくべきはずの利潤率は，市場
価格の回復・上騰によって蔽われて，やがて逆に上昇に転じ，低落現象は，
恐慌においてはじめて，ただし，『通常の利潤率以下への利潤率の強い突然
の低落』＝市場利潤率の崩落としてのみ現われる。……利潤率低下傾向は，
循環過程における市場利潤率の周期的変動のもとに蔽われ，この過程を通じ
てのみ貫徹される。かくして，諸循環周期を通じての長期的過程においての
み，この法則の現象としての貫徹が看取されるものとなるのである」（〔1〕
422～3ページ）。
　ここで，資本構成の高度化によって「低落してゆくべきはずの利潤率」と
は，一般的利潤率のことである。これに対して，市場価格の高騰によって
「上昇に転ずる利潤率」とは，市場利潤率のことである。即ち，ヒルファー
ティングにおいては市場利潤率の上昇によって一般的利潤率の低下が顕在化
しないとされていたことが，富塚氏にお・いては，市場価格の高騰によって
「蔽われる」とされているのである。しかし，次いで指摘されている「低落
現象」を示すとされている利潤率とは，一般的利潤率のことである。一般的
利潤率の低落が「市場利潤率の崩落」として現象すると主張されようとして
いるのである。しかし，何故，その場合，市場利潤率の低落を一般的利潤率
の低下の「現象」として規定されねばならないのかは明確ではない。そこで
は，市場利潤率のみならず一般的利潤率についても循環的に変動するものと
想定されることになっているのであるが，そのことによって，結論としては，
一般的利潤率の低下は，長期的過程において「看取」されるとされざるをえ
なかったのである。富塚氏にお・いて，一般的利潤率と市場利潤率の循環的変
動が想定されることになったのは，「（一般的）利潤率の低落過程」と「資本
蓄積の現実的な加速度的展開の過程」とが区別きれなかったことにあるので
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ある。
　しかし，両者は，考察の論理的位相を異にしているのである。前者は，産
業循環の一周期を通して，結果として考察されるものである。これに対して，
後者は，産業循環の現実的過程そのものに他ならないのである。それ故，「利
潤率の低落過程」において，「恐慌の必然性」が「基礎的」に論定されるとい
うことも，「利潤率の低落過程」そのものにおいて「恐慌の必然性」が一般的利
潤率の低下それ自体において論定されるということではなく，「資本蓄積の内
的諸矛盾の激成過程」において論定されるということに他ならないのである。
換言すれば，「恐慌の必然性」の論定とは，「自己累積的＝加速度的な過剰蓄
積過程の挫折・反転の必然性」を論定することであり，その「挫折・反転」
の機構を解明することである。然るに，過剰蓄積過程の進展とその「反転」
の問題とは，市場利潤率の動態に関わるのである。過剰蓄積過程の展開を基
礎的に，かつ現実的に展開することが要請されているそのような下で，尚，
一般的利潤率の変動を論じることはむしろ誤りである。一般的利潤率の低下
は，それ自体としては市場利潤率の運動に何等の意義ももちえないのである。
即ち，「諸循環周期を通じての長期的過程」において貫徹が看取される一般的
利潤率の低下と「通常の利潤率以下への利潤率の強い突然の低落」＝「市場
利潤率の崩落」とは，厳密に区別されねばならないということである。それ
は，決して，「二様の利潤率低落運動がオーバーラップして現われる」（〔1〕
358ページ）という関係にあるものではないのである。
　「利潤率の傾向的低落過程」とは，「法則」が作用し，貫徹して行く過程
である。これに対して，「資本蓄積の内的諸矛盾の激成過程」とは，産業循
環の周期的変動の運動過程として現われる過程である。後者の過程において
は，市場利潤率の運動と競争戦とが因果関係において問題にされねばならな
いのである。この二様の過程は，全く異質の運動形態におけるものである。
それ故，「法則」において「恐慌の必然性」を論定するということは，一定
の抽象的限定の下においてではあれ，富塚氏の指摘される「自己累積的＝加
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速度的な過剰蓄積過程の挫折・反転の必然性」を機構的に解明するというこ
ととして理解されねばならないのである。その際，資本蓄積が「自己累積的
＝加速度的」に進展する過程が分析され，次いで，そのような資本蓄積の過
程が「過剰蓄積過程」に突入することが分析されねばならないのであるが，
それと同時にその「挫折・反転」の機構を解明することが必要であるといえ
よう。富塚氏は，この過剰蓄積過程の「挫折・反転」を惹起する契機は，「個
人的消費の狭隙な限界」と「資本の絶対的過剰生産」であるとされるのであ
る。この二契機は，資本制生産の「内在的矛盾の両極的表現」を意味するも
のであり，両者は，「相互連繋と制約」において，「その一方の解決が他方の
解決を排除するという二律背反」（〔1〕159ページ）の関係におけるものとし
て把握されねばならないとされるのである。
　しかし，富塚氏は，この二契機は，資本蓄積の「挫折・反転」において継
起的に出現するものとして把握され，それによって，「資本蓄積の絶対的限界」
（〔1〕151ページ）が現出することを問題にされているのである。まず，賃
金率が資本主的限界を越えて高騰することによって，利潤率が急落するので
あるが，それが帰結することは，「直接に第1部門の自立的発展を崩壊に導
く」（〔1〕163ページ）ということであるとされる。労賃騰貴によって「資本
の絶対的過剰生産」の状況が惹起されるとはいえ，それは，「『蓄積（＝新投
資）の衰退』ないしは『停頓』であってそれ以上のものではない」（〔1〕156
ページ）のであり，それ故，次には「実現問題」を考慮する必要があるとい
うことである。富塚氏は，「蓄積の衰退」から「再生産過程の全面的心乱」を
引き出すためには，「実現条件の問題」が「成熟」していなければならないと
されるのである。しかし，それは，「蓄積運動の衰退」によって「賃金の騰貴
運動」が停止するならば，それは，「直ちに『実現』問題の顕在化を意味す
る」（〔1〕158ページ）ということにすぎないのである。「実現」問題の顕在
化とは具体的には過剰生産による市場価格の下落ということであり，ここで
は，消費財需要の減退によって消費財価格の下落が生じることをいうのであ
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る。しかし，富塚氏は，そのような市場価格の変動を問題にされるのではな
く，「賃金の騰貴運動」から，「『新投資』額の突然の減少」と「『再投資』の
減少」という投資需要の減少へと利潤率を下落せしめる契機を転換されてい
るだけなのである。
　富塚氏の「法則」と恐慌に関する所説においての問題は，既に指摘したよ
うに第一に，一方でその否定にもかかわらず，「法則」と恐慌の直接的な連繋
を認めようとする側面と，他方で一般的利潤率と市場利潤率との二様の利潤
率の動態において「法則」の成立機構を解明しようとする側面とが併存して
いるということであったのである。これは，その後の「法則」と恐慌の関係
についての二様の考え方として分岐していくことになるのである。即ち，「法
則」と恐慌を直接的に結び付けるというものと，一般的利潤率と市場利潤率
とにお』いて「法則」と恐慌の関係を考えるというものとにである。第二は，
好況過程における加速度的な資本蓄積の進展に対する「絶対的限界」とその
「反転」についてでみる。富塚氏は，「資本の絶対的過剰生産」は，資本蓄積
の「挫折」の契機であり，「反転」の契機は，「実現問題」であるとされてい
るのである。そのような二契機の継起的発現において，資本蓄積の「挫折・
反転」の機構的解明を行なうことには問題を残すものといえよう。「資本の絶
対的過剰生産」とは，市場価格の暴落によって，市場利潤の絶対的減少が生
じ，再生産の最低限界である費用価格すら回収しえないという状況であるた
めに，「資本蓄積の絶対的限界」を意味するものとされたのである。そうであ
るとすれば，富塚氏の指摘される「実現問題の顕在化」ということも，市場
価格が費用価格以下に低下することによって生じる問題として論じられねば
ならないのである。然るに，資本蓄積の「挫折・反転」の機構が市場価格の
運動と市場利潤率の変動として論じられるということは，資本蓄積を「資本
一般」の方法的限定の下に論じるということではなく，その現実的過程の態
様として問題にするということである。「個人的消費の狭隙性」と「資本の絶
対的過剰生産」についての「二律背反」の関係という無内容な規定において
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は，「挫折・反転」の機構的解明は不可能なのである。これは，「資本の絶対
的過剰生産」とは恐慌論において如何なる意味をもつかという問題とも関わ
るのである。
　富塚氏において存していた「法則」と恐慌の関係についての二面性を「法
則」が恐慌の原因であり，恐慌によって利潤率低下が克服される関係にある
とされたのは，木村芳資氏である。木村氏は，次のように指摘されている。
　「それ故，生産力の発展に含まれ，利潤の率と量を規定するあらゆる要因
がこの法則の契機として把握される。従って又，この法則の貫徹の過程は，こ
れらの諸契機がダイナミックな運動を展開する過程なのである。ところがこの
過程で利潤率低下が生じ，この法則の諸契機相互の衝突が生じて，遂には絶
対的過剰生産という事態を通して，恐慌によって諸矛盾の一時的解決と利潤
率低下の一時的克服を遂行せざるをえなくなるのである」（〔6〕13ページ）。
　ここでは，「法則」の貫徹の過程とは，資本蓄積の増大運動が「資本の絶対
的過剰生産」にまで至り，恐慌が引き起こされ，その恐慌が一般的利潤率の
一時的上昇を惹起する過程のことであるとされているのである。その場合，
資本蓄積の過程が「資本の絶対的過剰生産」にまで至るのは，利潤の率と量
を規定する諸契機が衝突するからであるとされるのである。即ち，「抗争す
る諸能因の衝突は資本の絶対的過剰生産という事態に導かざるをえないし，
諸矛盾の強力的な爆発は，この事態を通して生ずるものである」（〔6〕7ペー
ジ）ということである。
　ところで，「資本の絶対的過剰生産」とは，利潤率が急落し，資本蓄積
の増大にもかかわらず，利潤量が絶対的に減少するという事態である。木
村氏は，そのような事態をもたらす契機は，「賃金騰：貴以外に，投下資本が
増大したことそれ自体のうちにもある」（〔6〕8ページ）とされるのであ
る。しかし，投下資本の増大がいかにして利潤量の絶対的減少を招くこと
になるのかは，まさに解明されねばならない課題なのである。その際，「抗
争する諸能因の衝突」や「法則」を構成する諸契機，従って，利潤の率と
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量を規定する諸契機の衝突が言われたとしても，それがどのような関係に
おいて利潤の絶対的減少を惹越するに至るのかということは依然として不
明のままなのである。「資本の絶対的過剰生産」という資本蓄積における
絶対的な限界が利潤量の絶対的減少によって惹起されるというように具体的
に問題にされている状況の下で，「諸訴因の衝突」という極めて一般的な指摘
だけでは，せいぜいのところ矛盾に満ちた資本蓄積の過程が進行して行けば，
いずれかの段階においてそのような資本蓄積の運動が「逆転」しなければな
らないということを示すに留まるものといえよう。それは，資本主義の故に
恐慌が発生するということ以上のものではないのである。
　木村氏は，「法則」は，「その内に様々な形で利潤の生産と実現を制限し，
資本の絶対的過剰生産と恐慌を引き起こす原因を含むものである」（〔6〕10
ページ）とされている。これは，「法則」の貫徹の過程とは，資本蓄積の現実
的過程と同義であるということである。「法則」の名において，資本蓄積の機構
が想定されているのである。しかし，それは，「法則」の成立機構の問題を視
野から排除することに他ならないのである。又，木村氏は，資本蓄積の増大過
程において一般的利潤率が低下するのであるが，恐慌は，「利潤率低下という
法則を克服するという性格をもつ」（〔6〕10ページ）とされるのである。「法
則」が克服されるということの内容が定かではないが，ここでは，恐慌によって
一般的利潤率の上昇がもたらされるということであり，「諸能因の衝突」を通し
て利潤率低下の傾向が阻止されるということであるといえよう。即ち，木村氏
は，一方では一般的利潤率は，生産力上昇によって低下し，恐慌によって上昇
するというように循環的に変動するものとして規定されながら，その同じ一
般的利潤率が長期的には低下するものとされるのである。そこでは，一般的
利潤率について，循環的変動を行なうものと傾向的に低下するものとの二重
的規定を含むものとされているのである。換言すれば，一般的利潤率の循環
的変動の過程を通して，長期的にはその一般的利潤率が低下するという傾向
性を示すということである。しかし，循環的に変動する利潤率を規定する諸
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契機と一般的利潤率の運動を規定する諸契機とは全く相違しているのであり，
しかもその作用する次元も異なっているのである。木村氏にお』いては，「法則」
と恐慌の関係が剰余価値の生産の側面，「直接的搾取の条件」に即して，その
意昧では生産の無制限的拡大傾向とその制限を生産そのものに求めるものと
　　　　　　　　　　　　　（2）
して論じられているのである。そこに市場利潤率の変動を媒介することな
く，一般的利潤率の低下を論定することの限界を見ることができるものとい
えよう。
　資本構成の高度化による一般的利潤率の動態を確定するために，何等かの
媒介項を設定する試みについては，蓄積利潤率と特殊的諸利潤率について論
じられた所説を挙示することができる。
　建林正喜氏は，周期的恐慌と産業循環の過程を「蓄積利潤率が標準的水準
を中心として循環的変動する経路であると同時に，平均利潤率が循環しつつ
低下する過程である」（〔8〕210ページ）とされている。建林氏は，平均利潤率
の循環的変動を指摘されているのであるが，そのことの故に，その平均利潤率
の運動とは相違するものとして蓄積利潤率の運動を設定されることになってい
るのである。蓄積利準率とは，「蓄積変動に関係のある利潤率」ということで
あり，「蓄積の方向や大きさを決める目安となる利潤率」（〔8〕202ページ）を
意味するものであるとされる。建林氏は，この蓄積利潤率が循環的に変動す
ることが恐慌の周期的経過の原因であり，その周期的恐慌を通して平均利潤
（2）一般的利潤率の運動について，循環的運動と傾向的運動との二面を含むとするもの
　として，宇野氏の所説がある。「資本主義は一定周期の景気循環を繰り返す過程の内
　にその発展をなすのであって，一般的利潤率もまたこの景気循環過程に伴なって変動
　しつつ低落する傾向にあるものとしなければならない」（〔9〕175ページ）。唯，宇野
　氏は，一般的利潤率の低落傾向は，「各循環過程における好況期のいわば中位的水準
　をもってあらわれるものとしなければならない」（〔9〕175ページ）とされるのである。
　それは，「中位的水準」における資本構成が各循環毎に上昇するということにおいて，
　一般的利潤率の低下を論定するということである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）率が傾向的に低下して行くことになるという関係があるとされるのである。
　ここで，蓄積利潤率について，「その低下は蓄積そのものによってもたらさ
れる実現条件の悪化以外にその原因は存しない」（〔8〕202ページ）とされて
いる。「実現条件の悪化」とは，具体的には何を意味するのか明確にされて
いないが，ここでは，市場価格の下落において表現されるものであるといえ
よう。然るに，「実現条件」にその変動の原因を求められた利潤率は，市場利
潤率として規定されるものである。建林氏は，蓄積利潤率という名において
市場利潤率の循環的変動を論じることが重要であるとされているのである。
　建林氏は，蓄積利潤率が低下した場合，資本蓄積の運動が直ちに停止する
のではなく，一定の期間，蓄積が行なわれ，次いで停止に至るというように，
資本蓄積の動態を二様に規定されている。即ち，「蓄積利潤率は低下に転じ
ても，それがある標準的高さを割るまでは蓄積は引き続き行なわれる。この高
さを割ったとき蓄積はまさに相対的に過剰なのである。……かくて，突如とし
てこの過剰蓄積を切り捨てようとする恐慌の均衡化作用が現われる」（〔8〕
　　　　　　　　　　　　　　（4）208ページ）ということである。
　ここで，蓄積利潤率の「標準的水準」とは平均利潤率によって規定される
ものである。市場利潤率が低下したとしても，平均利潤率の水準以上である
（3）建林氏は，蓄積利潤率を「限界利潤率」（〔8〕114ページ）として，その循環的変動
　を問題にされることもある。しかし，資本蓄積の現実的な周期的変動の過程は，限界
　概念を成立させることによってではなく，市場利潤率に置き換えて論じる方がより事
　態即応的である。
（4）建林氏は，ここでの蓄積利潤率の低下を生産性の上昇によるものとされている。「い
　ま蓄積利潤率の高さが蓄積を増加させる底のものであるとしよう。蓄積の進行に伴な
　い雇傭の範囲が拡大し，それにつれて労働の生産性の平均水準が低下し労働力の価値
　が高まる。むろん有機的構成の高度化はこれを阻止する働きをするであろうが，遅か
　れ早かれ剰余価値の増加率が有機的構成の上昇率に追い付けなくなる点が到釆し，蓄
　積利潤率は低下に転ずる」（〔8〕208ページ）。ここでは，明らかに蓄積利潤率の名に
　おいて平均利潤率の低下が論じられているのである。
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場合は資本蓄積の運動の方向には変化はない。これに対して，市場利潤率が
平均利潤率以下に低下した場合には資本蓄積の停滞が生じるということであ
る。この平均利潤率を基準として資本蓄積の運動に大きな変化が生じるとい
うことは，好況末期のはるか以前に市場利潤率の下落が開始されているとい
うことや市場利潤率の単なる下落と資本の過剰規定とを区別するということ
において決定的に重要なことである6
　高橋輝好氏は，労働の社会的生産力の増大が直接的に利潤率の低下におい
て現われるものとしての一般的利潤率とその一般的利潤率の低下を間接的に
媒介するとされる特殊西諸利潤率（特殊的な生産諸部門における利潤率）と
を区別される。高橋氏は，社会的生産力の増大は，「一方では，特殊的諸利
潤率の低下，それに伴う既存資本の減価，及び『事実上の減価』が，他方で
は，特殊的諸利潤率の上昇諸能因，蓄積促進諸能因が作用する」（〔10〕140ペ
ージ）とされ，かくて，「一般的利潤率の傾向的低下法則が特殊的諸利潤率の
変動を通じて貫徹することになる」のであり，そのことは「この過程が特殊
二叉部門の，諸資本間の対立的形態をとって進行することを意味している」
（〔10〕145ページ）とされるのである。
　ここで，特殊的諸利潤率とは，一般的利潤率の成立のいわば過度的形態と
して意味のあるものである。それは，夫々の生産諸部門に対応して利潤率が
特殊的に形成されるという前提のもとで，その平均としての一般的利潤率の
実体的基礎をなすものとして規定されたのである。しかし，一般的利潤率の
成立が前提され，その運動が問題にされている時，特殊並幅利潤率の運動を
改ためて問題にすることは，それほど意味のあることではないといえよう。
そこでは，市場利潤率という用語が特殊的諸利潤率にとって替わられねばな
らないのである。
　W）　’「法則」と恐慌の関係を問題にするということは，「法則」の成立機
構を解明するということであるが，その場合には，市場利潤率の運動が媒介
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とされねばならないのである。それは，利潤論次元においての「実現問題」
とは何であったのかという問題でもある。
　マルクスは，「直接的搾取の条件と実現の条件の矛盾」を問題にしたとこ
ろで，「実現の条件」の問題とは市場価格の水準に関わることであると指摘
しているのである。剰余価値の生産の第二幕とは，その実現のことであるが，
それは，具体的には次のようなことであるとされているのである。
　「総商品量，総生産物が，不変資本や可変資本を補填する部分も剰余価値
を表わす部分も，全て売れなければならない。それが売れないとか一部分し
か売れないようなことがあれば，或は又生産価格よりも安い価格でしか売れ
なければ，それでも労働者は搾取されているのであるが，彼の搾取は資本家
にとってはそのとおりには実現されないのであって，搾取された剰余価値が
全く実現されないか又は一部分しか実現されないことを伴なうこともあれば，
実に彼の資本の一部分又は全部の損失を伴なうことさえもありうるのである」
（Kap．皿・272）。
　このいわゆる「実現問題」を問題にしたすぐ後で指摘されている一文は，
「実現問題」の重要性が指摘される場合においても何故か取り上げられるこ
とはなかったのである。しかし，それは，『資本論』第3部の，しかも第15章
の段階において論じられる「実現問題」とは何かを端的に指摘したものであ
る。
　ここでの「商品が売れないとか一部分しか売れない」という場合の価格に
ついて，姫野教善氏は，それは，「商品の価値よりも大きく背離した価格，つ
まり一時的・例外的な或は，偶然的・撹乱的な変動価格のことを意味するも
のではなくして，それはむしろ，例えば価値と一致した価格であっても，資
本主義社会においては何等かの事情によって，その商品が『売れないとか一
回分しか売れない』ということが，必然的に惹起されうるということ」（〔11〕
131ページ）であるとされている。ここでの価格とは，周期的に変動するもの
としての市場価格であり，その意昧では現実的な市場価格ではない。又，そ
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のような意味での市場価格の周期的変動を惹起するのは，「何等かの事情」
という漠然としたものではなく，社会的再生産の実体に規定されたものであ
り，生産財と消費財についての蓄積需要の変動である。その際，姫野氏は，
「市場価格の変動」が問題にされることによって，「剰余価値の直接的搾取
の諸条件と，その実現の諸条件との間に，『矛盾』が存在せざるをえないとい
うこと，そして，その『矛盾』が益々増大し，拡大せざるをえない諸理由の
解明」が「課題」（〔11〕132ページ）として設定されることになるとされてい
る。しかし，そこでは，それ以上の言及はなされてはいない。又，「矛盾」の
「対立の深化」（〔6〕13ページ）ということが指摘されることもあるのであ
るが，それによって恐慌の発現の機構が何ほどか解明されるというものでは
ないといえよう。ここでは，「矛盾」の存在と，その「矛盾」の累積を市場価
格の問題として如何に展開するかということこそが論じられねばならないので
ある。それは，市場価格が基本的には蓄積需要の運動に規定されて上昇と下
落の周期的運動を展開するということとして解明されねばならないのである。
　生産された生産物が全て売れるということは，市場価格が生産価格に等し
いものとして販売されるということであり，生産され，搾取された剰余価値
が社会全体としては価値通りに実現されるということを意味しているのであ
る。これに対して，市場価格が生産価格以下の水準であれば，生産された剰
余価値が一部分しか実現されないということである。更に，その市場価格の
下落がもっと激しければ投下された資本そのものの回収が不可能となり，損
失が発生し，再生産の不可能という事態に至るのである。即ち，市場価格の
水準によって，生産物の実現の状況が規定されているということである。そ
れはまた，市場利潤率の水準を規定することによって，資本蓄積の動態に影
響を与えることになるのである。
　かくて，利潤論次元において，「実現問題」を扱うということは，『資本論』
第2部で解明された「再生産の条件」を再び問題にするということではなく，
具体的には市場価格や市場利潤率の変動を問題にするということに他ならな
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いのである。市場価格の暴落「物価の崩落」は，単なる流通過程の現象とし
てではなく，「直接的搾取の条件と実現の条件の矛盾」を集約的に表現するも
のとして理解されねばならないのである。「矛盾」は，ここでは，このように
具体的に示されねばならないのである。それ故，高橋氏が「『利潤の実現』側
面から見た場合には，資本主義的生産に内在する制限とは，労働の社会的生
産力の増大による資本構成の高度化から生れる相対的過剰人口の累進的生産
に基く制限された消費である」（〔10〕153ページ）とされていることも，利潤
論次元の固有の「実現問題」とはいえないのである。それは，「資本の蓄積過
程」における結論の一つなのであり，それを再びこの利潤論で論じることは
それほど意味のあることではないものというよう。かくて，「実現問題」を市
場価格の水準の問題として再規定することによって，「法則」と恐慌の関係を
具体的に展開することが可能になるのである。その点を見ることのできない
議論は，「法則」において「恐慌の必然性」を極めて抽象的に論定する以外に
ないのである。
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